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本報告における目的

制度経済学とは，「制度」をキーワードとして理論的かつ実証的な経済分析を進める諸学派の総称である。Coriat and Dosi（1996[2002]，pp.95-125）によると，方法論，制度観，理論的な枠組み等を踏まえると，諸学派の「制度―経済主体」論は，制度と経済主体の関係を，制度→経済主体（top-down型），経済主体→制度（bottom-up型），どちらかの回路を強調するものであるという。またこの分類に従うと，既存研究においてしばしば取り上げられる諸学派１）は，bottom-up型の新制度学派と比較制度分析，top-down型のレギュラシオン・アプローチと，現代制度学派としてそれぞれ位置づけられる。本報告もまた，これら４学派を取り上げることにする。

　このような，制度→経済主体か経済主体→制度のどちらかの回路を強調する立場に対して，植村・磯谷・海老塚（1998，pp.18-22）は，制度論的「ミクロ・マクロ・ループ」として，マクロ領域をも含めた形での制度と経済主体との「相互規定的関係」という枠組みを提示している。またこの枠組みと既存の諸学派との関係について，制度論的「ミクロ・マクロ・ループ」の論者の一人である磯谷（1999，p.16）は，「現代制度学派とレギュラシオン・アプローチとの『共生的相互作用』」という視角を提示している。
　報告者は，制度論的「ミクロ・マクロ・ループ」という枠組みによって，制度経済学の理論的な刷新と発展が将来的にもたらされるであろうと予想する。しかし，現段階において，制度論的「ミクロ・マクロ・ループ」の枠組みは，既存の諸学派の議論ほど精緻化されていない２）。

　それゆえ，本報告は，とりあえず「制度―経済主体」論というミクロのループにおいて，レギュラシオン・アプローチと現代制度学派との共生的相互作用が具体的にいかなる形で可能なのかということを模索し，そこから見出される理論的な含意を析出する。その上で，最終的に制度論的「ミクロ・マクロ・ループ」の理論的な発展に多少なりとも寄与することを目的とする。

　この目的を達成するために，本報告は具体的に以下の構成に沿って進めていく。
　まず第1節では，まず４学派における「制度―経済主体」論の概要を検討し，各学派の説明における特に重要な核心的要素として，「知識・情報」，「文化・社会規範等」，そして「（権力を含む）利害対立」の３要素を抽出する。また，この作業を通じて４学派を位置づける。　この時，レギュラシオン・アプローチと現代制度学派との「制度―経済主体」論における共生的相互作用という観点から考えると，第１に，それら各々の説明によって，制度と経済主体との間に何らかの規則性が指摘されていること，第２にその規則性からもたらされる理論的な含意が，新制度学派や比較制度分析の説明と比べて明快ではないこと，これら内容が論点となる。

　第２節では，「制度―経済主体」関係において制度→経済主体，経済主体→制度の２つの回路間にみられる規則性が，第１節において析出した核心的な３要素によってどのように具体的に基礎付け意味づけられているのかということについて，経済主体間での行動や立場の相違という観点から検討する。そして，この検討を通じて以下の内容を指摘する。第1に，新制度学派，比較制度分析は，「情報・知識」の経済主体間での共有を条件として，「取引費用の削減」（新制度学派）や「コーディネーション」（比較制度分析）という形で，それぞれ経済主体間での行動や立場の同様性のみを観ることによって，「制度―経済主体」の２つの回路を説明する。換言すると，これら学派は「制度―経済主体」間の規則性を一元的ないし単一なものとして説明しているということである。第２に，現代制度学派，レギュラシオン・アプローチは，「知識・情報」と「文化・社会規範等」を関連させて「習慣」（現代制度学派），ないし「（権力を含む）利害対立」（レギュラシオン・アプローチ）を関連させて「ハビトゥス」という形で，それぞれ経済主体間での行動や立場のある程度の同様性と相違性との同時的に観ることによって，「制度―経済主体」の２つの回路を説明する。換言すると，これら学派は「制度―経済主体」間の規則性を多元的ないし多様なものとして説明しているということである。したがって，第３に，新制度学派，比較制度分析の「制度―経済主体」論は，特に制度存在時における経済主体間での行動や立場の相違を本質的に理論的な説明を与えない点で，限定的なものとして位置づけられる。第４に，現代制度学派，レギュラシオン・アプローチは，持続的な経済主体間での行動や立場の相違を説明することによって「制度―経済主体」間の規則性を多元的ないし多様なものとして理解する点において，共生的な相互作用を実現しうるということである。
第３節では，はじめに現代制度学派とレギュラシオン・アプローチとの説明における共通点を，経済主体間での行動や立場の相違という観点から既存の検討を踏まえてまとめる。次に，これら説明の共通点を具体的に「カテゴリー原理」として形式化する。これは，ある特定の意味や概念によって結ばれる経済主体の特定の関係において，経済主体間での行動や立場の相違の程度が，経済主体の行動を通じて特定の関係において変わりうること，ないしそれが強化されたり弱化されることを形式的に説明するものである。その上で，現代制度学派とレギュラシオン・アプローチとの共生的な相互作用という観点から「カテゴリー原理」を組み込んだ「制度―経済主体」論が，「制度―経済主体」関係を，「特定化された関係」と「経済主体間での平等性・公平性」という視角から捉えるものであることを指摘する。
第４節では，２つの分析視角が制度経済学全般にもたらす理論的な含意と，その分析視角によって制度論的「ミクロ・マクロ・ループ」の枠組みに寄与しうる点について検討し，報告を終える。
第1節　諸学派における「制度―経済主体」論
　制度経済学諸学派における「制度―経済主体」関係は，簡略的に下記図１．１のように示される。

図１．１「制度‐経済主体」の関係　
　
[image: image1]
①経済主体：経済主体は，何らかの意味で目的的に行動するものとして論じられている。
②経済主体→制度：第１に，経済主体は何らか形で目的に行動することによって制度と関係していること，第２に，この時，経済主体がただ一人であるとは想定されていないこと，換言すると経済主体間での相互作用を前提として論じられていること，これら２点で各学派は一致している。
③制度：制度が経済主体に先立って存在するものなのか，それとも②のプロセスの結果なのかということについて諸学派間で見解の相違が観られる。本報告では，所与の時点において両者が存在するものとして理解する。

④制度→経済主体：制度は経済主体に対して，何らかの制約や規制を与えることによって経済主体の行動を規則付けると論じられている。
⑤①から④の全体：①から④全体を意味づけ，位置づけている概念や要素を示す。

第１節では，特に②と④の回路，つまり経済主体から制度へ，制度から経済主体へという２つの回路に関する諸学派における説明から，両者を根本的に基礎づけている概念や要素，すなわち⑤を析出する。次いで，この作業によって諸学派を位置づける。

１．１「制度―経済主体」関係の２つの回路とそれらを基礎付ける３要素
情報・知識：新制度学派，比較制度分析３）
新制度学派

（１）制度形成の理由が，経済主体の行動（図１．１の②）において存在するいわゆる市場利用等に関わる情報や知識たる「取引費用」の削減であること。

（２）制度形成後に，各経済主体が単独で行動する制度形成前と比較して，経済主体間で制度を通じて様々な情報や知識が経済主体間で共有されるため（図１．１の④），経済主体にとって，そして分析枠組み全体にとって「効率的」な結果が生じること。

比較制度分析
（１）進化ゲームにおいて，戦略的補完性や模倣といったゲームのプレーヤー（経済主体）の行動（図１．１の②）は，
事前に想定される情報や知識によって,ならびにプレーヤー間で共有される情報や知識によって規定されていること。その条件の下で，プレーヤーは，戦略補完的に行動するか模倣を行うこと。
（２）（複数の）「均衡」を意味する制度はプレーヤーに対して「共有予想」や「縮約情報」という情報や知識をプレーヤー与える。これによって，プレーヤーは，制度の下で最も自己利益を最大化させる行動を維持させる（図１．１の④）。
情報・知識＋文化・社会的な規範等：現代制度学派
（１）経済主体の行動（図１．１の②）は，学習をつうじて獲得される経済主体間で共有される情報や知識と文化や社会的な規範等の複雑な組み合わせとして理解される「習慣」に基づいたものであること。
（２）制度は，経済主体の行動の基礎たる認知的な枠組みに対して，文化・社会的な規範等を含む制度情報を付与し，彼らの行動に対して影響を与え，「習慣」を基礎付けること（図１．１の④）。
（３）従って，（１）と（２）の間，つまり「制度―経済主体」の２つの回路の間に「習慣」を中核として持続的な相互関係が説明されること。

（権力を含む）利害対立＋（文化・社会的な規範等）：レギュラシオン・アプローチ４）
（１）社会における経済主体間でのコンフリクトが，すなわち（権力を含む）利害関係が常態的に存在していると考えられている。偶然的な歴史的結果ないし意図せざる結果として，一定の制度諸形態が創出されること（図１．１の②）。さらに近年では，利益集団間での利害対立を通じた「政治的均衡」としての制度という考えが提示されていること（e.g.，Amable，2003）。
（２）制度は，経済主体の行動の道案内役として，「制約的原理」「交渉的原理」「ルーチン的原理」からなる３つの役割を果たすことによってコンフリクトを「妥協」という形で調整すること（e.g.，Boyer and Saillard，1995，p.41）（図１．１の④）。

（３）上記（１）（２）のいずれの場合においても，経済主体の行動原理として社会学者P.Bourdieuによって概念化されている「構造化する構造，つまり習慣行動および習慣行動の知覚を組織する構造であると同時に，構造化された構造」（e.g.，Bourdieu，1979，1980）を意味する「ハビトゥス」が援用されていること（e.g.，Boyer and Saillard，ibid，pp.326-329：山田，1991）。この「ハビトゥス」によって，文化的・社会的に位置づけられる諸経済主体とその行動との間，つまり「制度―経済主体」の２つの回路の間に持続的な相互関係が把握されること。　　　　　　　　
１．２　「制度‐経済主体」論における諸学派の見取り図と論点
　以上の様な諸学派における②と④の回路，つまり経済主体から制度へ，制度から経済主体へという二つの回路に関する諸学派における説明から，諸学派における「制度‐経済主体」論は，次のように位置付けられる（以下図１．２参照）。

図１．２　諸学派における「制度―経済主体」論の見取り図
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　四角に囲まれている内容は，「制度―経済主体」の２つの回路を基礎付けている核心的な要素であり，「情報・知識」「（権力を含む）利害対立」そして「文化・社会的規範等」である。「（権力を含む）利害対立」は，主にレギュラシオン・アプローチやBourdieuの説明から，社会的な階級，階層，職業職種，労働者，経営者，生産者，消費者といった経済主体の姿とそこでの対立を意味する。「文化・社会的規範等」は，現代制度学派によって明確な形や具体例として指摘されていない。イメージされる経済主体の姿としては，民族，血縁，異教徒，社会的規範を基礎とする共同体の構成員などである５）。「情報・知識」は，新制度学派における説明から「取引費用」や比較制度分析における説明からプレーヤーの情報構造といった経済主体の行動の在り方に特に関わるものとして理解される。
太字線は，各学派によってそれぞれ１つないし２つの要素を基底として，図最上部の「制度」を位置づけていることを示す。二重線は，各学派によって「制度―経済主体」関係が説明される際に特に重要視されている要素同士の結びつきと各学派の視角を意味する。　　
（まとめ）

・新制度学派，比較制度分析は，「効率性」という観点から「制度―経済主体」関係を論じていること６）。
・レギュラシオン・アプローチ，現代制度学派は，既述の様に「ハビトゥス」や「習慣」といった概念によって制度と経済主体との間に何らかの持続的な相互関係，すなわち「制度―経済主体」の間に何らかの規則性が存在すると論じていること。
（論点）

・「制度―経済主体」関係の２つの回路を基礎づける３つの要素のうち，「文化・社会的規範等」と「情報・知識」との関係は「習慣」として，「（権力を含む）利害対立」と「文化・社会的規範等」との関係は「ハビトゥス」として，それぞれ関連付けられている。「情報・知識」と「（権力を含む）利害関係」との間に関連性はないのかということ。またその場合，いかなる理論的な意味があるのかということ。
○レギュラシオン・アプローチと現代制度学派との「制度―経済主体」論における共生的相互作用という観点から考えると，（１）それら各々の説明によって，制度と経済主体との間に何らかの規則性が「習慣」や「ハビトゥス」によって指摘されていること。（２）その規則性からもたらされる理論的な含意が，新制度学派や比較制度分析の説明における「効率性」といった具体的な形で説明されていないこと。

第２節　３要素と「制度―経済主体」間の２つの回路における規則性
　前節での検討を踏まえ，各学派における「制度―経済主体」論を基礎付ける核心的な３要素によって，経済主体→制度，制度→経済主体という２つの回路が基礎付け意味づけられているのかということについて，換言すると「制度―経済主体」間の規則性についてさらに検討する。次いで，諸学派において説明されていない「情報・知識」と「（権力を含む）利害対立」との関連の有無を問い，そこから「制度―経済主体」間の２つの回路における規則性に関して何らかの含意が得られないかを考える。
２．１　３要素と「制度―経済主体」２つの回路における規則性
情報・知識
（ａ）経済主体間でそれらを共有されていることが条件であること。

（ｂ）（ａ）の条件により経済主体間で同様の行動を取ることが可能であること（図１．１の②）。

（ｃ）（ａ）の条件を変更した場合，制度は，経済主体間で形成されたり維持されないこと（図１．１の④）。
―各項目の論拠―

（ａ）比較制度分析は，ゲームの場，プレーヤーの利得構造といった形で説明していること。新制度学派は，同一の制度において経済主体間で「取引費用」をはじめとする情報や知識に異質性が存在すると想定していないこと。

（ｂ）比較制度分析では経済主体間での「コーディネーション」であること。新制度学派では，効率費用削減を共通目的とする経済主体間での制度形成であること。

（ｃ）比較制度分析では，プレーヤー間（経済主体間）で最も自己利益最大化を実現する一つのプレーが選択された状態を制度として理解していること。その状態は，「ランダムマッチングゲーム形式」という全経済主体間での戦略的補完性や模倣を通じた「コーディネーション」によって実現する。ただし，戦略的補完性や模倣といった経済主体の行動は，経済主体間での情報・知識の共有を前提とする。それゆえ，経済主体間での情報・知識の相違は，制度形成や維持を根本的に意味しないこと。

新制度学派は，「取引費用」が経済主体間で異なる場合，「取引費用」の削減という共通の目的が経済主体間で生じないため，制度を形成する根拠を示せないこと。

　　　したがって，これら両学派において説明される「制度―経済主体」間の規則性は，経済主体間での協調と同様の行動によってのみ説明される単一ないし一元的なものであること。
情報・知識＋文化・社会的な規範等
（ａ）現代制度学派によると，「情報・知識」＋「文化・社会的な規範等」を意味する「習慣」は，経済主体→制度，制度→経済主体（図１．１の②と④）において，経済主体間でのある程度同様な行動と異なる行動の両者を認めていること。
（ｂ）現代制度学派によると，「習慣」に基づいて把握される「制度―経済主体」間の規則性は，単一ないし一元的なものではないこと。

―項目の論拠―

（ａ）「習慣」は「個人的かつ社会的なもの」であり，経済主体間での学習やコミュニケーションを通じた学習や知識の獲得によって，経済主体の行動を変化させることを認めている点から確認される（e.g.，Hodgson，1997，p.674）。
（ｂ）システムレベルでの規則性ないし安定性は，ミクロレベルでの多様性によって生ずるということ（e.g.，Hodgson，1998，p.172）。　　　
（権力を含む）利害対立＋（文化・社会的な規範等）
特徴

（ａ）利害対立は，経済主体間での行動の相違をそれ自体意味すること（図１．１の②）。

（ｂ）利害対立，経済主体間でのコンフリクトの解消によっても，経済主体間での行動の相違は，残り続けること（図１．１の④）。
―各項目の論拠―

（ａ）権力による服従関係を除くと，経済主体間での対立した行動を，つまり異なる行動を意味すること。
（ｂ）（１）レギュラシオン・アプローチは，「規格化」という概念を提示していること。「規格化」とは，経済主体に対して「社会的に区分けし，場所を定め，諸個人にさまざまな機能に割り振り，集団を階層化し，さまざまな役割を与えること」を意味する（Brender, and Aglietta，1984，pp.13，76，邦訳pp.27，95）。

　　　（２）社会的な階層間，つまり経済主体間で「文化・社会的規範等」が異なるゆえに，経済主体間で持続的に行動が異なることについて「ハビトゥス」に基づいて説明されていること（e.g.，Bourdieu，1979）。

　　　（３）（１）（２）の説明から，「制度―経済主体」間の規則性は，単一ないし一元的なものとは考えられていないこと。
２．２　「情報・知識」と「（権力を含む）利害対立」との関係
特徴

（ａ）新制度学派，比較制度分析によって条件とされている「情報・知識」が経済主体間で共有は絶対的な条件でないこと。

（ｂ）新制度学派，比較制度分析の説明と異なり，仮に経済主体間で「情報・知識」が共有されていても特定の単一ないし一元的な経済主体の行動原理のや結果は，生み出されないこと。

（ｃ）経済主体間での「情報・知識」の相違は，深刻なコンフリクトや経済主体間で立場の異なる関係に結びつくこと。
―各項目の論拠―

（ａ）　経済主体間でのゲームが成立するためには，「情報・知識」の共有よりも，経済主体間での「信頼」や持続的な相互依存性といったものこそが不可欠であると，特に社会心理学等において理論的かつ実証的に指摘されていること（e.g.，山岸・小杉，1999：神・山岸，1997：佐伯，1980）。
（ｂ）（１）レギュラシオン・アプローチのBoyer and Orléan（1992）は，経済主体間で「情報・知識」の異なる「局所的マッチング」形式に基づいて進化ゲーム理論を解くと，第１に，比較制度分析で想定されているような全経済主体間での「コーディネーション」は生じないことを，第２に，経済主体間で行動の相違が残り続けることを，それぞれ指摘していること。
　　　（２）諸経済主体間での社会的（制度）選択という点から，「情報・知識」が経済主体間で共有されていても，選択のルール，選択の手続き等によって，特定の行動の結果は生み出されないということ。換言すると意図せざる結果が生じうること。具体的には，三者以上が三つ以上の選択肢から一つの選択肢を選ぶ場合の「決定不可能性」，少数者が手続きによって多数者の意見よりも優位に立つ「戦略的操作性」といった内容が指摘されていること（e.g.，亀田・村田，2000：宇佐美，2000：亀田，1994）。
（ｃ）（１）個人―集団の関係を数学的に検討した上で，経済主体間で「情報・知識」が共有されない場合には，経済主体間での深刻なコンフリクトがもたらされると根拠づけられていること（竹村，1993）。
（２）経済学においても権力までは含まれないものの情報の非対称性によって，経済主体間で二層的な関係，すなわちPrincipal-Agent関係が生じると理解されていること。
２．３　まとめ
（１）前項２．２での検討から「制度―経済主体」関係の２つの回路を基礎付ける３つの要素の中で，具体的に概念化されないものの「情報・知識」と「（権力関係を含む）利害対立」にも，「情報・知識」と「文化・社会的規範等」，ならびに「文化・社会的規範等」と「（権力関係を含む）利害対立」と同様に関連性があると言える。

（２）３要素の関連性によって「制度―経済主体」関係の２つの回路において基礎付け意味づけられる共通の含意は，経済主体間での行動や立場の相違である。

（３）上記（２）の内容は，具体的に現代制度学派における「習慣」，ならびにレギュラシオン・アプローチにおいて援用される「ハビトゥス」等によっても確認されること。

（４）新制度学派，比較制度分析は，「情報・知識」の経済主体間での共有を条件として，「取引費用の削減」（新制度学派）や「コーディネーション」（比較制度分析）という形で，それぞれ経済主体間での行動や立場の同様性のみを観ることによって，「制度―経済主体」の２つの回路を説明する。換言すると，これら学派は「制度―経済主体」間の規則性を一元的ないし単一なものとして説明しているということである。

（５）現代制度学派，レギュラシオン・アプローチは，「知識・情報」と「文化・社会規範等」とを関連させて「習慣」（現代制度学派），ないし「（権力を含む）利害対立」と「文化・社会規範等」（レギュラシオン・アプローチ）を関連させて「ハビトゥス」という形で，それぞれ経済主体間での行動や立場のある程度の同様性と相違性との同時的に観ることによって，「制度―経済主体」の２つの回路を説明する。換言すると，これら学派は「制度―経済主体」間の規則性を多元的ないし多様なものとして説明しているということである。
（６）上記（１）から（３）の内容から，新制度学派，比較制度分析それぞれの「制度―経済主体」論は，現代制度学派，レギュラシオン・アプローチにおける「制度―経済主体」論と比較して，特に制度存在時における経済主体間での行動や立場の相違を本質的に理論的な説明を与えない点で，換言すると「制度―経済主体」間の特定の規則性のみを説明する点で，限定的なものとして位置づけられる７）。

（７）現代制度学派，レギュラシオン・アプローチそれぞれの「制度―経済主体」論は，持続的な経済主体間での行動や立場の相違を説明することによって「制度―経済主体」間の規則性を多元的ないし多様なものとして理解する点において，共生的な相互作用を実現しうると考えられること。

また，本節での検討は下記の図のようにまとめられる。

図２．１　「制度―経済主体」間の２つの回路の規則性と３要素の関連性
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　本節での検討から，右側の新制度学派や比較制度分析の説明は，「情報・知識」の共有を条件として，「効率性」という観点から，「コーディネーション」や取引費用削減の目的に基づく経済主体の行動によって「制度―経済主体」間を単一ないし一元的な規則性によって把握していると位置づけられる。

また，「情報・知識」「（権力を含む）利害対立」そして「文化・社会的規範等」という「制度―経済主体」関係を基礎付ける３要素は関連すると確認された。具体的には，「習慣」「ハビトゥス」，そして前項２．２で論拠として示した諸論によって関連付けられる。そして，それら３要素の関連性は，経済主体間での行動や立場の相違を基礎付け，意味づけるという点で共通している。
このことを踏まえると，左側の現代制度学派やレギュラシオン・アプローチの説明は，３要素の関連性を基礎として，「制度―経済主体」間を多様ないし多元的な規則性によって把握していると位置づけられる。この点で，現代制度学派とレギュラシオン・アプローチは，「制度―経済主体」論において共生的な視点を有しているといえる。

しかし，現代制度学派，レギュラシオン・アプローチは，右側の新制度学派や比較制度分析の説明と比較して，第１に「制度―経済主体」間の多様なないし多元的な規則性が具体的にどのような形で説明されるのかということについて，第２に第１の内容がいかなる観点から説明されるのかということについて，それぞれ問題を残している。

したがって次の課題が提起される。　
（１）３要素の関連性によって基礎付られ，また現代制度学派，レギュラシオン・アプローチによってそれぞれ説明される「制度―経済主体」間の２つの回路における経済主体間での行動や立場の相違を，明示的に形式化すること。
（２）上記（１）の内容が，右の諸学派における「制度―経済主体」論に対して，いかなる新たな視点や理論的な含意を提示しうるのかということを明確にすること。
　
第３節　「カテゴリー原理」と制度，経済主体
３．１　現代制度学派とレギュラシオン・アプローチとの共生的な視点
　これまでの検討から，経済主体間での行動や立場の相違を含みつつ「制度―経済主体」間の２つの回路の規則性を説明する「習慣」と「ハビトゥス」との間には，次の３点で共通性ないし親和性が観られると指摘できる８）。

（１）比較制度分析，現代制度学派によって説明される経済主体間での協調的な行動はもちろんのこと，経済主体間での行動の拮抗，経済主体間での自発性に基づく新たな行動や関係の創造といったことが指摘されていること。
（２）（１）が「制度―経済主体」間での動態的な変化を伴うものであることを指摘していること。

（３）（１）（２）が，経済主体の行動原理であると同時に，「制度―経済主体」間の規則性を説明するものであること。

　ただし，これら内容は，３要素の関連性という観点から把握されるものであることを強調しておく。また，厳密な形で経済主体の行動原理としての「習慣」と「ハビトゥス」との統合を試みているわけではないことを断っておく。
３．２　「カテゴリー原理」
　本報告は，上記（１）から（３）の内容を「制度―経済主体」間の２つの回路において作用するメカニズムとして，「カテゴリー原理」という名前で形式化し提示する。
「カテゴリー」という言葉は，70年代以降の認知科学において，人間が思考や会話を行う際に，様々な事象を何らかの意味ごとに分類・区別して記憶，理解している仮想的な束や単位を意味する。これを本報告での内容に置き換えると，３つの要素とその関連性によって基礎付け意味づけられる，経済主体間での行動や立場の差異を表す束，ないし経済主体間の行動や立場の差異を区別する単位，として理解される。したがって，経済主体間の行動の相違を，ある特定のカテゴリーという観点から形式的にメカニズムとして説明することが「カテゴリー原理」の目的である。

図３．１ａ「カテゴリー原理」
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Cは「カテゴリー」を意味する。カテゴリーは，「知識・情報」「文化・社会規範等」「（権力を含む）利害関係」の３要素の関連性によって便宜的にｍという特定の意味や概念によって基礎付けられ意味づけられる。例えば，「（権力を含む）利害関係」に基づく階級，階層，「文化・社会規範等」におけるある社会における社会規範の相違，社会的空間的な文化の相違，「知識・情報」の社会的空間的な所有の相違，ないし偏在性等を意味する。それゆえ，ある特定の意味や概念によって基礎付けられるカテゴリーは，Cmとして現される。またあるカテゴリーは，社会的空間的な範囲ないし規模を示すものでもある。
それゆえCmの範囲ないし規模は番号（１，２，３，４，ｎ）によって示される。この番号に序数関係があるかどうかということ，すなわち１，２，３の優位性は，３要素の関連性によってその都度基礎付けられるので想定しない。例えば，階級，階層といったものは，優位性を示す序数関係を意味する。その一方で，社会的な規範や文化といったものは並列的な基数関係を意味するからである。
また，経済主体aからｄのそれぞれの行動の相違を，Bによって示す。その範囲は，０≦B＜１である。B＝０の時，経済主体間で行動の相違が観られないことを意味する。また経済主体間での行動の相違Bは，カテゴリーによって，すなわち経済主体が位置するなんらかの社会的空間的な条件によって規定される側面と，その条件の下での各経済主体の行動という側面から規定される総体であると考える。したがって，経済主体の行動のうち，カテゴリー規定される側面をカテゴリー番号に従いB（B1，B2，B3，B4，Bn）として想定する。新制度学派，比較制度分析の説明は，ある制度における経済主体間での行動の相違をB1＝B2＝B3＝B4＝Bn＝０，かつ各経済主体の行動を同一なものとして説明していると位置づけられる。経済主体間での行動の相違Bは，カテゴリー毎に規定される側面と，各経済主体の行動という側面から規定される総体であるから，B1，B2，B3，B4，Bnが経済主体間で同じ行動をもたらすとは想定できない。したがって，経済主体の行動は，ある特定の意味におけるまとまりCmという観点から観た場合にのみ，経済主体a，bの行動や立場をCm１に属す点で同様のものとして，Cm2という観点において経済主体c, dとの行動や立場をCm2に属す点で同様のものとして，それぞれみなされる。
議論を簡略化するために，所与の時点において，Cm1とCm2によって表現されるカテゴリーと経済主体aからｄが存在すると考える。この時，経済主体aからdの行動は，次の２つの法則に基づいて説明される。
カテゴリーの収縮・拡大法則

○経済主体の行動を通じて，経済主体間での行動や立場の相違を伴う特定の関係が，新たに生じたり変わること。

（１）経済主体aからｄのそれぞれの行動を通じて，経済主体aがa’へ移動し，経済主体aからｄの関係においてCm4という新たなカテゴリーを形成すること。
（２）経済主体aからｄのそれぞれの行動を通じて，ｄがｄ’としてCｍ1内部に組み込まれること。つまり，経済主体dの行動の相違B2がB1へ転化すること。
（３）経済主体aからｄのそれぞれの行動を通じて経済主体の行動の相違がB1＝B2となり，経済主体aからｄの関係においてCm1とCm2との相違がなくなり，Cm1かCm2のどちらかになるか，経済主体aからｄを含む新たなCm3が生じること。

　これら内容は，例えば，現代制度学派によって説明される習慣を基礎におきつつ，学習や知識の獲得を通じて生じうるメカニズムとして理解される。
カテゴリー境界の強弱法則

○経済主体の行動を通じて，経済主体間での行動や立場の相違に基づく特定の関係が，強化されたり弱化されること。

（１）Cm1を囲む太字線，Cm2を囲む太字点線の関係は，経済主体aからｄのそれぞれの行動と，また経済主体間での行動の相違B1とB2の近接さによって示されること。

（２）Cm1を囲む太字線，Cm2を囲む太字点線の関係は，Cm1とCm2との間で横断的なそれぞれの経済主体の行動（矢印）を協調的形態，対峙的ないし拮抗的形態といった形態によって示すこと。
　これら内容は，例えば，ハビトゥスによって説明される社会的な階級間の関係とその歴史的な変遷のメカニズムとして理解される。
「カテゴリー原理」は，第１に，これら２つの法則に基づく５つの形式が，Cmという観点からみた特定の関係において，経済主体aからｄのそれぞれ行動を通じて，経済主体間で行動や立場の相違を伴いつつ作用していることを，第２に，そうした経済主体間で行動や立場の相違は，Cmにおける関係として把握されることを，それぞれ示すものである。
図３．１ｂ　３つの要素，経済主体の行動，カテゴリー原理
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三角形で示される「知識・情報」「文化・社会規範等」そして「（権力を含む）利害対立」からなる３要素の関連性は，カテゴリーCとその特定の概念や意味を便宜的にmとして基礎付ける。同時に３要素の関連性は，経済主体間での行動や立場の相違Bを一部基礎付け意味づける。経済主体間での行動や立場の相違Bは，「カテゴリー原理」によって，Cmという特定の関係の下での経済主体の行動と経済主体間での行動や立場の相違を示すものして形式化される。また経済主体の行動を通じてCmの範囲ないし規模は修正される。
３．３　カテゴリー原理と「制度―経済主体」関係の２つの回路
（１）経済主体から制度への回路（図１．１の②）とカテゴリー原理

まず，経済主体の行動は，第１節の図１．１において説明したように，第１に，各経済主体何らかの形で目的的に行動すること，第２に，その際に必然的に経済主体間での関係を伴うことを想定する。

また第２節において，「制度―経済主体」関係の２つの回路を基礎付け位置づける３つの要素に関連性があることを示した。このことは，第１に，経済主体の行動原理としての現代制度学派における「習慣」，レギュラシオン・アプローチにおいて援用される「ハビトゥス」をそれぞれ妨げるものではない。第２に，現代制度学派とレギュラシオン・アプローチによって説明される「制度―経済主体」間での経済主体間での行動や立場の相違を伴う多元的ないし多様な規則性を基礎付けるものでもある。この第２点目は，カテゴリーという社会的空間的な範囲や規模を含む特定の意味の下での経済主体間の関係と，経済主体間の行動や立場の相違を示す「カテゴリー原理」の２つの法則によって形式化される。「カテゴリー原理」は，第1に，比較制度分析によって説明される経済主体間での一元的な協調的なコーディネーションや，新制度学派によって説明される「取引費用」の削減という経済主体間での共通の目的の下での協力を，一つの例として位置づけるものである。第２に，経済主体間での行動や立場の相違Bを伴いつつ，Cmによって基礎付けられる経済主体間の関係が共存，変動することを示すものである。
（２）制度から経済主体への回路（図１．１の④）とカテゴリー原理
　本報告の説明に基づくと，経済主体は，Cmという特定の関係の下で，経済主体間での行動や立場の相違を伴いつつ，制度内部に組み込まれるか，制度に参加する。このとき，制度は，経済主体間での行動の相違Bの範囲，０≦B＜１に関して何らかの制約や規制を与えることによって，経済主体の行動を規則付ける。ただし，制度によって，第１にB＝０とされること，かつ第２にCmが完全に消滅させられること，これら両方を満たす制約が全経済主体に課せられない限り，既存の経済主体間の関係は存続する。なぜなら，経済主体は行動し続けるからである。
（３）「制度―経済主体」間の規則性

「制度―経済主体」間の規則性は，「カテゴリー原理」の２つの法則によって，経済主体間の行動や立場の相違という観点からCmという特定の関係の下でのCmそれ自体の範囲ないし規模の修正と経済主体間の行動や立場の相違０≦B＜１の変動によって動態的に捉えられる。
３．４　まとめ
図３．２　カテゴリー原理と制度，経済主体

[image: image6]本節での検討から次の内容を指摘できる。

（１）現代制度学派とレギュラシオン・アプローチとの「制度―経済主体」論における共生相互作用という視点，「制度―経済主体」間の２つの回路における経済主体間での行動や立場の相違に基づく多元的ないし多様な規則性は，「カテゴリー原理」という形で形式化されること。
（２）「カテゴリー原理」は，「習慣」や「ハビトゥス」どちらかの概念の否定や，経済主体の新たな行動原理の構築に基づいて説明されるものではないこと。

（３）「カテゴリー原理」を組み込んだ「制度―経済主体」の２つの回路は，経済主体間の相互作用という観点から，経済主体→制度の回路において経済主体間での「特定化した関係」を，制度→経済主体の回路において，制度によるその関係における経済主体間での行動や立場の相違に対する影響をそれぞれ特徴とすること。
（４）「制度―経済主体」間の規則性は，経済主体間でのCmにおける特定の関係と経済主体間での行動の相違Bによって説明されること。それゆえ「制度―経済主体」の枠組み全体は，「（経済主体間での）平等性・公平性」という観点から説明されうること。

第４節　結論と展望

第４節では，現代制度学派とレギュラシオン・アプローチの共生的な視点に基づく枠組みが，制度経済学全般にもたらす理論的な含意について，そして制度論的「ミクロ・マクロ・ループ」の枠組みに寄与しうる点についてそれぞれ総括的に検討する。
（詳細な内容については，報告当日に別途配布する）
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１）国内における先行研究として，八木（1991，pp.96-114）は，今日の制度経済学諸学派の潮流と理論的な継承関係を経済学史的な側面から検討している。清水（1996，pp.120-8）は，レギュラシオン・アプローチの視点から新制度学派を批判している。そして，磯谷（1994，pp.287-300）は，諸学派の比較検討を通じてレギュラシオン・アプローチと現代制度学派との「相互共生的」な視点の重要性を指摘している。また，海外における先行研究として，Hodgson（1993a，pp.1-28），Samuels（1995，pp.569-590），そしてRutherford（1994，pp.9-26）らは、特に今日の制度経済学の源流にあたるアメリカ旧制度学派と新制度学派との発想の相違を指摘している。


２） 例えば，彼らのミクロとマクロとの連接領域としての制度の位置づけについては，塩沢（1998，p.62）からの批判もみられる。





３） 新制度学派，比較制度分析，現代制度学派における「制度―経済主体」論の詳細については，拙稿（2002，2003）も参照。また，新制度学派の代表的論者の一人D.C.Northは，Denzau and North（1994）の著作以降，本報告における要素の「文化・社会的規範」の視点を有したShared　Mental　Modelを提示し重要性を強調している。ただし，これら内容も「認知コスト」として，「取引費用」を構成する一部としてみなされている。それゆえ，Northの言及は本質的に「情報・知識」の範疇に含まれると理解される。


４） レギュラシオン・アプローチは，分析の出発点においてマクロ的総体の規則性を制度諸形態によって捉えるものである（e.g.,Aglietta，1976）。それゆえ，ここでの検討は，「制度―経済主体」 という観点からの理解として限定的なものである。


５）現代制度学派による文化と制度や習慣の位置づけに関しては，Hodgson（2001，pp.292-299）を参照。


６）比較制度分析は，「歴史的経路依存性」についても言及している。ただし，それがゲームの最中にいかなる影響を及ぼすのかという点について明確にされていない。加えて，第1に，進化ゲームそれ自体が，ゲームという状況においてプレーヤーによって最も自己利益を最大化される行動の導出（とその過程）を意味すること，第２に，ゲームによって得られる（複数）均衡を意味する諸制度が，経済的に最も配分効率性を達成しうるパレート最適均衡との比較（Ｐ均衡，Ａ均衡，J均衡）によって比較されていること，これら２点から，本報告では「情報・知識」を核心として「効率性」という観点から「制度―経済主体」を論じる学派として位置づけている。





７）比較制度分析は，近年，プレーヤー間で内生的に戦略的補完性や模倣に変化しうるとも説明している（Aoki，2002，pp.202-3，240，邦訳p.221，261）。しかし，最近年においても制度の本質を「均衡」として観る制度観が保持されており（青木，2003），進化ゲーム理論という枠組みによっては説明されえない内容として考えられる。





８） 詳細として，Hodgson（1998）及びBourdieu（1979，pp.191，193，邦訳pp.263，265：1980，pp.88，96，242，邦訳pp.84，91，222：2000，「経済人類学の諸原理」）も参照。





